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　　　令和６年度　皆野・長瀞下水道組合下水道事業会計予算

　(総則)

第 1 条　令和６年度下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　(業務の予定量)

第 2 条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（1）公共下水道事業

　水洗化世帯数 

　年間有収水量

　一日平均有収水量

　主要な建設改良事業

ア 管渠布設事業

イ ポンプ場建設事業

ウ 処理場建設事業

（2）公共浄化槽事業

　公共浄化槽設置数 266基（うち当年度設置予定基数20基）

　主要な建設改良事業

ア 公共浄化槽設置事業

　(収益的収入及び支出)

第 3 条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　 入

　第 1 款 公共下水道事業収益

　　第 1 項 営 業 収 益

　　第 2 項 営業外収益

　第 2 款 公共浄化槽事業収益

　　第 1 項 営 業 収 益

　　第 2 項 営業外収益

　収益的収入合計

支　　　　　　　　　　 出

　第 1 款 公共下水道事業費用

　　第 1 項 営 業 費 用

　　第 2 項 営業外費用

　　第 3 項 予   備   費

　第 2 款 公共浄化槽事業費用

　　第 1 項 営 業 費 用

　　第 2 項 営業外費用

　　第 3 項 予   備   費

　収益的支出合計

94,400 千円

13,648 千円

15,545 千円

526,065 千円

0 千円

118,778 千円

2,128  ㎥ 

777,000  ㎥ 

3,588 世帯

27,739 千円

29,193 千円

1,000 千円

36,340 千円

459,532 千円

29,193 千円

496,872 千円

454 千円

1,000 千円

526,065 千円

19,079 千円

390,270 千円

106,602 千円

496,872 千円
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　(資本的収入及び支出)

第 4 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的

   支出額に対し不足する額 274,516千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

　 整額11,893千円、過年度分損益勘定留保資金148,497千円、当年度分損益勘定留保資金

 　114,126千円で補填するものとする。）

収　　　　　　　　　　 入

　第 1 款 公共下水道事業資本的収入

　　第 1 項 企   業   債

　　第 2 項 出   資   金

　　第 3 項 補   助   金

　　第 4 項 分 　担　 金

　　第 5 項 負　 担　 金

　　第 6 項 寄   附   金

　第 2 款 公共浄化槽事業資本的収入

　　第 1 項 企   業   債

　　第 2 項 出   資   金

　　第 3 項 補   助   金

　　第 4 項 分　 担　 金

　　第 5 項 負　 担　 金

資本的収入合計

支　　　　　　　　　　 出

　第 1 款 公共下水道事業資本的支出

　　第 1 項 建設改良費

　　第 2 項 企業債償還金

　　第 3 項 受益者分担金返還金

　　第 4 項 予   備   費

　第 2 款 公共浄化槽事業資本的支出

　　第 1 項 建設改良費

　　第 2 項 企業債償還金

　　第 3 項 設置費分担金返還金

　　第 4 項 追加工事負担金返還金

　　第 5 項 投　　　資

　　第 6 項 予　 備 　費

　資本的支出合計

23,439 千円

296,062 千円

7,690 千円

128,900 千円

9,400 千円

20,987 千円

80,000 千円

79,470 千円

1 千円

1,000 千円

1 千円

1 千円

6,360 千円

2,190 千円

1,037 千円

317,049 千円

2,000 千円

1,000 千円

568,126 千円

213,178 千円

353,947 千円

591,565 千円

19,079 千円

2,358 千円

1 千円

1 千円

1,000 千円
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　(債務負担行為)

第 5 条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　(企業債)

第 6 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　(一時借入金)

第 7 条　一時借入金の限度額は、50,000 千円と定める。

　(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第 8 条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり定める。

  (1)　営業費用及び営業外費用の間の流用

　(議会の議決を経なければ流用のできない経費)

第 9 条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

  い。

　(1)　職員給与費

公共浄化槽事業 同　上同　上９，４００

起債の目的

公共下水道事業

限  度  額

年利3.0％
以内とする

事　　　項

水洗便所改造資金融資
あっせんに伴う利子補給

（令和6年度）

水洗便所改造資金融資
あっせんに伴う金融機関に

対する損失補償（令和6年度）

長瀞浄化センター　放流水
全窒素全リン測定業務委託

期　　　間

　　　　　千円

１２８，９００

起債の方法

令和6年度から令和11年度

令和6年度から令和11年度

会計兼ファイルサーバー及
び職員用PC9台等賃借

限　度　額

61,409 千円

借入先の融資条件による。ただ
し、企業財政その他の都合によ
り繰上償還又は借り換えること
ができる。

証書借入と
する

利　　　率

元金、利子及び延滞利子に対する
損失補償額

利子補給相当額

償還の方法

８，４４８千円令和6年度から令和9年度

同　上

令和6年度から令和10年度 １４，４６１千円
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　(他会計からの補助金）

第 10 条　建設改良工事に要した企業債の利子償還等のため、一般会計からこの会計へ補助を

  受ける額は、次のとおり定める。

  (1)　皆野町

  (2)　長瀞町

令和６年３月１４日 提出

皆野・長瀞下水道組合　管理者　大澤　タキ江

172,215 千円

191,811 千円
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予定額

 1 公共下水道 496,872

事業収益 1 営 業 収 益 106,602

1 公共下水道使用料 106,071

2 その他営業収益 531

2 営業外収益 390,270

1
受取利息及び
配当金

30

2 他会計補助金 351,899

3 長期前受金戻入 36,339

4 消費税還付金 2,000

5 雑   収   益 2

2 公共浄化槽 29,193

事業収益 1 営 業 収 益 13,648

1
公共浄化槽
使用料

6,558

2
公共浄化槽
清掃手数料

7,090

2 営業外収益 15,545

1 預金利息 1

2 他会計補助金 12,127

3 長期前受金戻入 3,416

4 消費税還付金 1

指定工事店登録手数料20・技術者更新手数料3
指定工事店更新手数料495・雑収益13

預金利息

令和６年度 皆野・長瀞下水道組合下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 

（消費税込み　単位：千円）

款 項 備  考目

皆野町負担金
総務管理分　  21,216（均等割）
公共下水道分 144,165（区域面積割46.585％）
長瀞町負担金
総務管理分　　21,216（均等割）
公共下水道分 165,302（区域面積割53.415％）

延滞金・加算金1・その他雑収益1

国庫補助金33,599・受益者分担金2,713・
工事分担金27

皆野町負担金
公共浄化槽分  6,834
（前前年度末の設置基数割133/236　56.356％）
長瀞町負担金
公共浄化槽分 　5,293
（前前年度末の設置基数割103/236　43.644％）

国庫補助金1,994・県補助金259・
一般会計負担金35・工事分担金1,128
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予定額

 1 公共下水道 496,872

事業費用 1 営 業 費 用 459,532

1 議　 会　 費 947

2 総務管理費 41,485

3 管   渠   費 3,473

4 ポンプ場費 8,782

5 処理場費 67,809

6 普及促進費 1

7 業   務   費 16,812

8 減価償却費 313,147

9 資産減耗費 7,076 固定資産除却費

2 営業外費用 36,340

1
支払利息及び
企業債取扱諸費

35,928

2 補   助   金 401

3 納付消費税 1

4 雑支出 10 使用料過年度払出金

3 予   備   費 1,000

1 予   備   費 1,000

2 公共浄化槽 29,193

事業費用 1 営 業 費 用 27,739

1 公共浄化槽管理費 22,174

2 減価償却費 5,564

3 資産減耗費 1 固定資産除却費

2 営業外費用 454

1
支払利息及び
企業債取扱諸費

453

2 納付消費税 1

3 予   備   費 1,000

1 予   備   費 1,000

報酬268・備消耗品費234・印刷製本費385等

有形固定資産減価償却費（定額法）

企業債利息453

委託料10,468・手数料2,669・補助金4,290等

有形固定資産減価償却費（定額法）

企業債利息35,803・借入金利息125

排水設備工事補助金400・改造資金利子補給1

備消耗品費1,046・委託料1,968・賃借料4,690等

委託料950・賃借料796・修繕費1,600等

光熱水費6,606・委託料444・修繕費1,140等

光熱水費15,954・委託料21,271・修繕費3,728
・薬品費8,185等

補償費

（単位：千円）

収 益 的 支 出

報償費830・委託料9,280等

款 項 目 備  考
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予定額

 1 公共下水道事業 296,062

資本的収入 1 企   業   債 128,900

1 企   業   債 128,900

2 出   資   金 80,000

1 他会計出資金 80,000

3 補   助   金 79,470

1 補   助   金 79,470

4 分　 担　 金 7,690

1 受益者分担金 7,690

5 負　 担　 金 1

1 工事負担金 1

6 寄　 附　 金 1

1 寄   附   金 1 区域外流入協力金

2 公共浄化槽事業 20,987

資本的収入 1 企   業   債 9,400

1 企   業   債 9,400

2 出 　資　 金 2,000

1 他会計出資金 2,000

3 補   助   金 6,360

1 補   助   金 6,360

4 分　 担　 金 2,190

3 設置費分担金 2,190 20基分

5 負　 担　 金 1,037

4 追加工事負担金 1,037 4基分

目

資 本 的 収 入 

（消費税込み　単位：千円）

款 項 備  考

皆野町出資金　37,268（区域面積割46.585％）
長瀞町出資金　42,732（区域面積割53.415％）

国庫補助金

国庫補助金6,359・県補助金1

皆野町負担金
公共浄化槽分  1,127
（前前年度末の設置基数割133/236　56.356％）
長瀞町負担金
公共浄化槽分 　 873
（前前年度末の設置基数割103/236　43.644％）
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予定額

 1 公共下水道事業 568,126

資本的支出 1 建設改良費 213,178

1 管渠布設費 118,778

2 ポンプ場建設費 0

3 処理場建設費 94,400

4 固定資産購入費 0

2 企業債償還金 353,947

1 企業債償還金 353,947

3
受益者分担金
返還金

1

1
受益者分担金
返還金

1

4 予   備   費 1,000

1 予   備   費 1,000

2 公共浄化槽事業 23,439

資本的支出 1 建設改良費 19,079

1 公共浄化槽設置費 19,079 20基分

2 企業債償還金 2,358

1 企業債償還金 2,358

3
設置費分担金
返還金

1

1
設置費分担金
返還金

1

4
追加工事負担金
返還金

1

1
追加工事負担金
返還金

1

5 投　 資 1,000

1 基金造成費 1,000

6 予　 備　 費 1,000

1 予   備   費 1,000

浄化槽整備基金積立金

委託料16,714・工事請負費97,300等

委託料14,200・工事請負費80,200等

資 本 的 支 出

（単位：千円）

款 項 目 備  考
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1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 △ 2,236,000

　　減価償却費 318,711,000

　　固定資産の除却及び減損損失 7,077,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 215,000

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 1,828,000

　　長期前受金戻入額 △ 39,755,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 31,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 36,381,000

　　未収金の増減額（△は増加） 4,124,000

　　未払金の増減額（△は減少） △ 2,122,000

　　小計 323,762,000

　　受取利息及び受取配当金 31,000

　　支払利息及び企業債取扱い諸費 △ 36,381,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 287,412,000

 

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 209,642,000

　　分担金及び負担金等の返還による支出 △ 3,000

　　国庫補助金等による収入 96,748,000

　　寄附金による収入 1,000

　　基金の造成による支出 △ 1,000,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 8,795,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 122,691,000

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 138,300,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 356,305,000

　　他会計からの出資による収入 82,000,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 136,005,000

 

　資金増加額（又は減少額） 28,716,000

　資金期首残高 284,399,748

　資金期末残高 313,115,748

令和６年度 皆野・長瀞下水道組合下水道事業会計

予定キャッシュ・フロー計算書(間接法)

（ 令和6年4月1日 　から　 令和7年3月31日 まで ）

（消費税抜き　単位：円）
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１　総　　　括

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 合　計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

損 益 勘 定
支 弁 職 員

15 8 346 27,361 0 15,850 43,557 13,438 56,995

資 本 勘 定
支 弁 職 員

0 1 0 2,684 0 1,286 3,970 790 4,760

合 計 15 9 346 30,045 0 17,136 47,527 14,228 61,755

損 益 勘 定
支 弁 職 員

15 8 346 28,939 0 19,710 48,995 15,810 64,805

資 本 勘 定
支 弁 職 員

0 1 0 2,771 0 2,223 4,994 866 5,860

合 計 15 9 346 31,710 0 21,933 53,989 16,676 70,665

損 益 勘 定
支 弁 職 員

0 0 0 △ 1,578 0 △ 3,860 △ 5,438 △ 2,372 △ 7,810

資 本 勘 定
支 弁 職 員

0 0 0 △ 87 0 △ 937 △ 1,024 △ 76 △ 1,100

合 計 0 0 0 △ 1,665 0 △ 4,797 △ 6,462 △ 2,448 △ 8,910

管 理 職
手 当

扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

超 過 勤
務 手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職 特
勤 手 当

期 末 勤
勉 手 当

児 童
手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 1,656 378 528 597 720 360 60 12,717 120

前 年 度 2,052 1,236 282 551 600 400 80 15,952 780

比 較 △ 396 △ 858 246 46 120 △ 40 △ 20 △ 3,235 △ 660

退 職
給 付 金

合 計

（千円）

本 年 度 0 17,136

前 年 度 0 21,933

比 較 0 △ 4,797

※本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち、本年度発生額である賞与引当金として４，２６７千円、

法定福利費引当金として８２９千円が含まれています。

　

法定福利費 合　計

給　　　　　　与　　　　　　費

区　　分

比
較

前
年
度

本
年
度

給 与 費 明 細 書

手
当
の
比
較

区　　分

区　　分

職　員　数
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△ 1,665

8.48 ％

27,790 /月

△ 4,797

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

（円） （円） （円）

326,460

36.9

301,440

・平均昇給率

264,656

全　　職　　種

166,600

平 均 年 齢

166,600

・期末・勤勉手当の率の改定に伴う増

　(4.40→4.50)

・職員の異動に伴う減

0

・月平均昇給額

△ 5,308

・月額給料改定

511

令和６年１月１日現在

　手当改定に伴う増減分

664

備　　　　考増 減 事 由 別 内 訳 （千円）

×12ヶ月×職員数　9人

　その他増減分 ・職員の異動に伴う減

　その他増減分

区　分 増減額（千円）

給　　料

　昇給に伴う増減分

　給与改定に伴う増減分

手　　当

　制度改正に伴う増減分

高　　校　　卒

（２）　初　任　給

平 均 給 料 月 額

3,002

△ 5,331

平 均 給 与 月 額

区　　　　　　　　　　　　分

大　　学　　卒 196,200 196,200 196,200

166,600

２　給料及び手当の増減額の明細

３　給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たりの給与

令和５年１月１日現在

285,633

区　　　　　　分 皆　野　町

平 均 給 与 月 額

39.7

平 均 給 料 月 額

全　職　種 長　瀞　町

一般会計の制度（行政職）

平 均 年 齢
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（人） （％）

副 参 事

課 長

調 整 幹

局 長 ・ 次 長主 事

技 師

100.0

20.0

0

区  分

全 職 種

主 任 主 査 主 幹

１  級

0.0

（級別の標準的な職務内容）

６  級

局 長

0

20.0

計

４　級

５　級

５  級４  級３  級２  級

5

1２　級

３　級

20.0

0 0.0

1

9 100.0000

区　　　　　分
級

６　級

　全　　　　　　職　　　　　　種

職 員 数 構 成 比

22.2

2

0.0

２　級

４　級

５　級

１　級

３　級

2

0

（３）級 別 職 員 数

令和６年１月１日現在

4１　級

0.0

計

６　級

2

44.5

令和５年１月１日現在

11.1

22.2

40.0

1

1

-12-



一 般 職 員
前年度

一 般 職 員

再任用職員

備　考

長瀞町皆野町
備　　考

47.7090047.70900

（６）その他手当

33.27075

通 勤 手 当 同じ 同じ

住 居 手 当 同じ

一
般
会
計
の
制
度

皆野町

長瀞町

再任用職員

再任用職員

一 般 職 員

1.175 1.175 2.350
有

2.200 2.300 4.500

2.2502.250

有

有

有
2.200 2.200 4.400

2.300 4.500

1.150 1.150 2.300

本年度

1.175

2.200

再任用職員

一 般 職 員

（月分）

区　　　分

1.175 2.350

4.500

支給率計

職制上の段
階、職務の
級等による
加算措置の
有 無

備　　考

支 給 期 別 支 給 率

６月

（月分）

１２月

（月分）

（４）期末手当・勤勉手当

支給率等 47.70900

2.3501.1751.175

47.7090033.2707524.586875

（月分）

20年勤続の者 25年勤続の者

一般会計の制度

皆野町

長瀞町

24.586875

24.586875

33.27075

区　　　分
（月分）

最高限度

（月分） （月分）

扶 養 手 当 同じ同じ

区　　分
一般会計の制度との異同

長瀞町皆野町

同じ

（５）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

差異の内容

47.7090047.70900

35年勤続の者
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期間 金額 期間 金額 他会計補助金 使用料

長瀞浄化センター
放流水全窒素全リン
測定業務委託

8,448
令和4年度

から
令和5年度

2,676

令和6年度
から

令和9年度
まで

5,772 ＊＊＊ 5,772

会計兼ファイルサー
バー及び職員用PC9
台等賃借

14,461 令和5年度 482

令和6年度
から

令和10年度
まで

13,979 ＊＊＊ 13,979

限度額

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳（千円）

（単位：千円）

債務負担行為に関する調書

事  項
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1 固 定 資 産

 (1) 有形固定資産

     イ 土        地 566,709,698

     ロ 建        物 2,058,754,738

      　減価償却累計額 △ 1,234,998,614 823,756,124

     ハ 構   築   物 12,196,685,842 　

      　減価償却累計額 △ 5,593,588,310 6,603,097,532

     ニ 機械及び装置 2,752,749,583

      　減価償却累計額 △ 2,030,181,698 722,567,885

     ホ 車両運搬具 4,492,491

      　減価償却累計額 △ 4,218,383 274,108

     ヘ 工具器具及び備品 18,288,795

      　減価償却累計額 △ 12,415,219 5,873,576

     ト 建設仮勘定 52,306,685

　　　　有形固定資産合計 8,774,585,608

 (2) 投資その他の資産

     イ 基　　　　金 16,000,000

　　　　投資その他の資産合計 16,000,000

　　　　固定資産合計 8,790,585,608

2 流 動 資 産

 (1) 現 金 預 金 313,115,748

 (2) 未   収   金 31,704,000

　　 貸倒引当金 △ 1,308,174 31,395,826

        流動資産合計 344,511,574

        資産合計 9,135,097,182

令和６年度　皆野・長瀞下水道組合下水道事業会計

（ 令和7年3月31日 )

資     産     の     部

（消費税抜き　単位：円）

予定貸借対照表
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3 固 定 負 債

 (1) 企　業　債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 1,971,472,498

        企業債合計 1,971,472,498

 (2) 引   当   金

     イ 退職給付引当金 7,543,884

     ロ 特別修繕引金 42,000,000

　　　　引当金合計 49,543,884

        固定負債合計 2,021,016,382

4 流 動 負 債

 (1) 企　業　債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 363,507,629

        企業債合計 363,507,629

 (2) 未   払   金 8,750,000

 (3) 引   当   金

     イ 賞与引当金 7,325,000

　　　　引当金合計 7,325,000

        流動負債合計 379,582,629

5 繰 延 収 益

 (1) 長期前受金 1,070,023,405

 　　収益化累計額 △ 229,969,274 840,054,131

　　　　繰延収益合計 840,054,131

　　　　負債合計 3,240,653,142

6 資   本   金 5,848,294,602

7 剰　 余　 金

 (1) 利益剰余金

     イ 当年度未処分利益剰余金 46,149,438

　　　　利益剰余金合計 46,149,438

     　 剰余金合計 46,149,438

　　　　資本合計 5,894,444,040

        負債資本合計 9,135,097,182

負     債     の     部

資     本     の     部

（消費税抜き　単位：円）
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Ⅰ．重要な会計方針

　　基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　　１　固定資産の減価償却の方法

　　 (1)　有形固定資産

　　　　　・減価償却の方法は、定額法による。

　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　建物　　　　　　　　　１３～５０年

　　　　　　　構築物　　　　　　　　２８～５０年

　　　　　　　機械及び装置　　　　　　８～２０年

　　　　　　　車両運搬具　　　　　　　４～　５年

　　　　　　　工具、器具及び備品　　　５～　８年

　　２　引当金の計上方法

　　 (1)　退職給付引当金

　　　　　当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合

　　 (2)　賞与引当金及び法定福利費引当金

 までの4か月分）を計上している。

なお、法定福利費引当金は、賞与引当金計上額に含まれている。

　　 (3)　貸倒引当金

 額を計上している。

　　３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ. 予定キャッシュフロー計算書等関連

　重要な非資金取引

　　令和６年度における重要な非資金取引はない。

Ⅲ. 予定貸借対照表等関連

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担　

　（１）賞与引当金及び法定福利費引当金の取り崩し　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末の翌日から起算して１年以内に

償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は778,326,709

円である。

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

令和６年度注記表

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合

事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月

公共下水道事業は平成26年度、公共浄化槽事業は令和5年度より地方公営企業会計
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 ２ 引当金の取り崩し　

　(１)賞与引当金及び法定福利費引当金の取り崩し

　令和6年6月において、期末・勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の

支払をするため、賞与引当金及び法定福利費引当金5,913,000円を取り崩す。

　(２)貸倒引当金の取り崩し

　 　令和6年度において、債権の不能欠損に充当するため貸倒引当金87,000円

を取り崩す。

Ⅳ. セグメント情報の開示

　セグメントの概要

　皆野・長瀞下水道組合下水道事業は、公共下水道事業及び公共浄化槽事業の２つを

報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

Ⅴ. 減損損失

 １　グルーピングの方法

下水道事業に使用している固定資産については、汚水排水から汚水浄化処理まです

 べての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つ

 の資産グループとしている。

 ２　減損の兆候について

減損の兆候は見られない。

Ⅵ. リース契約により使用する固定資産

  リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

 に準じた会計処理によっている。

Ⅶ.その他の注記

 １　修繕引当金に関する経過措置

　　平成27年3月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により

 取り崩すこととする。

 ２　受益者分担金の経理方法

　　資本的収入の受益者分担金は、貸借対照表上の長期前受金を構成することから現金

 主義を採用し収納時に調定を行っている。（地方公営企業法施行令第９条第６項）

公共下水道事業

公共浄化槽事業

事業区分 事業の内容

公共下水道事業計画区域内における汚水の処理

公共下水道事業計画区域外の汚水の処理
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1 営 業 収 益

 (1) 公共下水道使用料 97,125,000

 (2) 公共浄化槽使用料 5,385,000

 (3) 公共浄化槽清掃手数料 6,041,000

 (4) その他営業収益 24,000 108,575,000

2 営 業 費 用

 (1) 議   会   費 826,000

 (2) 総務管理費 42,884,000

 (3) 公共浄化槽管理費 18,848,000

 (4) 管   渠   費 4,068,000

 (5) ポンプ場費 6,915,000

 (6) 処 理 場 費 　 64,446,000

 (7) 普及促進費 1,000

 (8) 業   務   費 14,545,000

 (9) 減価償却費 313,757,000

 (10) 資産減耗費 2,000 466,292,000

△ 357,717,000

3 営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 30,000

 (2) 他会計補助金 362,064,000

 (3) 国庫補助金 17,988,000

 (4) 長期前受金戻入 36,651,000

 (5) 雑   収   益 2,000 416,735,000

4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱費 41,756,000

 (2) 補   助   金 401,000 42,157,000 374,578,000

16,861,000

16,861,000

     前年度繰越利益剰余金 53,304,438

　　 その他未処分利益剰余金変動額 0

     当年度未処分利益剰余金 70,165,438

     当年度純利益（△の場合当年度純損失）

令和５年度　皆野・長瀞下水道組合下水道事業会計

（ 令和5年4月1日 から 令和6年3月31日 まで ）

（消費税抜き　単位：円）

     営業利益（△の場合営業損失）

     経常利益（△の場合経常損失）

予定損益計算書
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1 固 定 資 産

 (1) 有形固定資産

     イ 土        地 566,709,698

     ロ 建        物 2,058,754,738

      　減価償却累計額 △ 1,234,998,614 823,756,124

     ハ 構   築   物 11,928,264,910

      　減価償却累計額 △ 5,274,877,310 6,653,387,600

     ニ 機械及び装置 2,752,749,583

      　減価償却累計額 △ 2,030,181,698 722,567,885

     ホ 車両運搬具 4,492,491

      　減価償却累計額 △ 4,218,383 274,108

     ヘ 工具器具及び備品 18,288,795

      　減価償却累計額 △ 12,415,219 5,873,576

     ト 建設仮勘定 27,153,617

        有形固定資産合計 8,799,722,608

 (1) 投資その他の資産

     イ 基　　　金 15,000,000

　　　　投資その他の資産合計 15,000,000

        固定資産合計 8,814,722,608

2 流 動 資 産

 (1) 現 金 預 金 324,865,748

 (2) 未   収   金 27,016,000

　　 貸倒引当金 △ 1,523,174 25,492,826

        流動資産合計 350,358,574

        資産合計 9,165,081,182

令和５年度　皆野・長瀞下水道組合下水道事業会計

（ 令和6年3月31日 )

資     産     の     部

（消費税抜き 単位：円）

予定貸借対照表
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3 固 定 負 債

 (1) 企　 業   債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 2,116,289,320

        企業債合計 2,116,289,320

 (2) 引   当   金

     イ 退職給付引当金 7,543,884

     ロ 特別修繕引当金 42,000,000

        引当金合計 49,543,884

        固定負債合計 2,165,833,204

4 流 動 負 債

 (1) 企　業　債

     イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 363,070,807

        企業債合計 363,070,807

 (2) 未   払   金 7,781,000

 (3) 引   当   金

     イ 賞与引当金 5,096,000

　　　　引当金合計 5,096,000

        流動負債合計 375,947,807

5 繰 延 収 益

 (1) 長期前受金 977,054,405

 　　収益化累計額 △ 190,214,274 786,840,131

　　　　繰延収益合計 786,840,131

　　　　負債合計 3,328,621,142

6 資   本   金 5,766,294,602

7 剰　 余　 金

 (1) 利益剰余金

     イ 当年度未処分利益剰余金 70,165,438

　　　　利益剰余金合計 70,165,438

     　 剰余金合計 70,165,438

　　　　資本合計 5,836,460,040

        負債資本合計 9,165,081,182

負     債     の     部 （消費税抜き 単位：円）

資     本     の     部
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Ⅰ．重要な会計方針

　　している。

　　１　固定資産の減価償却の方法

　　  有形固定資産

　　　　　・減価償却の方法は、定額法による。

　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　建物　　　　　　　　　１３～５０年

　　　　　　　構築物　　　　　　　　２８～５０年

　　　　　　　機械及び装置　　　　　　８～２０年

　　　　　　　車両運搬具　　　　　　　４～　５年

　　　　　　　工具、器具及び備品　　　５～　８年

　　２　引当金の計上方法

　　 (1)　退職給付引当金

　　　　　当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合

　　 (2)　賞与引当金及び法定福利費引当金

 までの4か月分）を計上している。

なお、法定福利費引当金は、賞与引当金計上額に含まれている。

　　 (3)　貸倒引当金

 額を計上している。

　　３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ. 予定キャッシュフロー計算書等関連

　重要な非資金取引

　　令和５年度における重要な非資金取引はない。

Ⅲ. 予定貸借対照表等関連

  　１  企業債の償還に係る他会計の負担　

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末の翌日から起算して１年以内に

 償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は850,995,042

 円である。

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

令和５年度注記表

平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成

当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、埼玉県市町村総合

事務組合における積立金相当額を控除した金額を計上している。

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月

-22-



 ２ 引当金の取り崩し　

　（1）賞与引当金及び法定福利費引当金の取り崩し

　令和5年6月において、期末・勤勉手当の支給並びにこれに係る法定福利費の支払

　 をするため、賞与引当金及び法定福利費引当金2,478,597円を取り崩す。

　（2）貸倒引当金の取り崩し

す。

Ⅳ. セグメント情報の開示

　セグメントの概要

　皆野・長瀞下水道組合下水道事業は、公共下水道事業及び公共浄化槽事業の２つを

報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

Ⅴ. 減損損失

 １　グルーピングの方法

下水道事業に使用している固定資産については、汚水排水から汚水浄化処理まです

 べての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つ

 の資産グループとしている。

 ２　減損の兆候について

減損の兆候は見られない。

Ⅵ. リース契約により使用する固定資産

  リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

 に準じた会計処理によっている。

Ⅶ.その他の注記

 １　修繕引当金に関する経過措置

　　平成27年3月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により

 取り崩すこととする。

 ２　受益者分担金の経理方法

　　資本的収入の受益者分担金は、貸借対照表上の長期前受金を構成することから現金

 主義を採用し収納時に調定を行っている。（地方公営企業法施行令第９条第６項）

       

公共下水道事業 公共下水道事業計画区域内における汚水の処理

公共浄化槽事業 公共下水道事業計画区域外の汚水の処理

　令和5年度において、債権の不能欠損に充当するため貸倒引当金215,000円を取り崩

事業区分 事業の内容
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